
福島第一原子力発電所における事故発生以来、地域の皆さまに大変な
ご心配とご迷惑をお掛けしており、改めて心よりお詫び申し上げます。

福島第一原子力発電所事故の状況と、柏崎刈羽原子力発電所の安全対策
について、ご説明させていただきます。ご来場をお待ちしております。

地域の皆さまへの説明会の概要

説明会の内容（予定）説明会の内容（予定）

・福島第一原子力発電所事故の概要と現状

・柏崎刈羽原子力発電所の安全対策の実施状況

・質疑応答 など

刈刈 羽羽 会会 場場

平成24年９月21日（金）日 時

場 所 刈羽村生涯学習センターラピカ

18時～21時（17時30分開場）

刈羽村大字刈羽100 TEL 0257-20-3100
お車の方は、ラピカ駐車場をご利用ください。

柏柏 崎崎 会会 場場

平成24年９月20日（木）日 時

場 所 柏崎市産業文化会館

18時～21時（17時30分開場）

柏崎市駅前2-2-45 TEL 0257-24-7633
お車の方は、会場駐車場に限りがありますので
公営の駐車場等をご利用下さい。

産業文化会館産業文化会館

 
109



 

（お知らせ） 

柏崎刈羽原子力発電所５号機における 

使用済ハフニウム棒型制御棒の外観点検の実施について 

 

平 成 24年 ８ 月 23日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

 当社は、使用済みのハフニウム棒型制御棒について計画的に点検を行うこととして

おりますが、当所５号機で、今定期検査中に点検を予定していた使用済ハフニウム棒

型制御棒＊２本の外観点検を、以下の日程で実施する予定としておりますのでお知ら

せいたします。 

 なお、点検結果については、点検終了次第取りまとめて、９月７日にお知らせいた

します。 

 （今定期検査で点検を実施することについては、平成24年１月24日お知らせ済み） 

 

・外観点検実施日 

  平成24年９月６日、９月７日 

以 上 

＊ ハフニウム棒型制御棒 

     高い中性子吸収能力を有するハフニウムを、棒状に成形して中性子吸収材として使用し

た制御棒。 

 

ハフニウム棒型制御棒

ハフニウム棒（上部）断面図

タイロッド 

ハフニウム棒 
シース 

ハンドル 

シース

タイロッド

ハフニウム棒 
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事故時等における記録及びその保存の徹底に関する指示文書の受領について 

 

平成 24 年８月 23 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

本日、当社は、経済産業省原子力安全・保安院より、「事故時等における記録及びその保

存の徹底について（指示）」の指示文書＊を受領いたしました。 

当社といたしましては、このたびの指示に基づき、今後、速やかに対応を行うとともに、

その内容を取りまとめ、同院へ報告いたします。 

 

以 上 

 

＊ 指示文書 

事故時等における記録及びその保存の徹底について（指示） 

（20120822 原院第３号） 

 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震による東京電力福島第一原子力発電所事故について、東京電

力福島原子力発電所事故調査委員会報告書（平成 24 年７月５日）等で指摘されているとおり、

地震発生直後において、東京電力株式会社福島第一原子力発電所１号機の非常用ディーゼル発電

機（Ａ）や主蒸気逃がし安全弁の作動に係る警報の記録がないことから、事故の実態把握に影響

が生じています。 

原子力安全・保安院としては、こうした事態を踏まえ、貴社（貴機構）に対し、事故時等にお

ける記録及びその保存の徹底を図るため、事故時においても核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律第 34 条に基づく実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第７条第１

項第２号リまたは、研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置、運転等に関する規則第

25 条第１項第２号リの要求が満足されるよう、現状の装置やその運用を確認するとともに、必要

に応じて信頼性向上に係る適切な対応を検討し、平成 24 年９月 21 日までにその内容を報告する

ことを求めます。 
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原子力施設敷地内の破砕帯に係る検討を踏まえた対応に関する 

指示文書の受領について 

 

平成 24 年８月 29 日 

東京電力株式会社 

 

当社は、本日、経済産業省原子力安全・保安院より、「原子力施設敷地内の破砕帯に関す

る検討を踏まえた対応について（指示）」の指示文書＊を受領いたしました。 

 

当社といたしましては、国の意見聴取会の審議状況を踏まえ、柏崎刈羽原子力発電所敷

地内および敷地周辺の地質調査（ボーリング調査等）を実施することとしておりますが（平

成 24 年８月 23 日お知らせ済み）、このたびの指示に基づき、今後も引き続き適切に対応し

てまいります。 

 

以 上 

 

＊ 指示文書 

「原子力施設敷地内の破砕帯に関する検討を踏まえた対応について（指示）」 

（20120829 原院第３号） 

 

原子力安全・保安院（以下「当院」という。）は、改訂された耐震指針に照らした既設発電用

原子炉施設等の耐震安全性評価（以下「耐震バックチェック」という。）の中間報告の段階で、

妥当性について改めて検証する必要があるとされる課題及び平成 23 年東北地方太平洋沖地震か

らその時点で得られている知見を踏まえ、平成 23 年 11 月 11 日付け「平成 23 年東北地方太平洋

沖地震の知見等を踏まえた原子力施設への地震動及び津波の影響に関する安全性評価の実施に

ついて（指示）」（平成 23・11・02 原院第４号）により、該当する電気事業者に対し検討を指示

しました。 

 

当該指示に基づき、日本原子力発電株式会社が取り組んできた敦賀発電所敷地内を通る浦底断

層及び破砕帯の活動性に関する検討内容について意見聴取会において専門家とともに聴取した

ところ、原子炉建屋直下を通ると推定される破砕帯が浦底断層によって受動的に変位した可能性

について指摘がありました。これを踏まえ、原子力事業者に対しても、各原子力施設の敷地内の

破砕帯等について説明を求めたところです。 

 

破砕帯等の活動性に関する評価に関し、意見聴取会において専門家から聴取した意見を踏まえ、

当院の対応方針を過日の意見聴取会で示したところですが、耐震バックチェックにおける敷地内

の地質・地質構造に関する検討は緒に就いたところであり、原子力事業者においても引き続き、

情報収集に努めることが肝要であると考えます。 
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したがって、当院は、平成 21 年５月８日付け「原子力施設の耐震安全性に係る新たな科学的・

技術的知見の継続的な収集及び評価への反映等のための取組について」（平成 21・04・13 原院第

３号）により、「敷地・敷地周辺の地質・地盤に関する情報収集及び自ら引き続き実施する地質・

地盤調査や地震観測等、耐震安全性に係る新知見を幅広く収集すること」を求めているところで

すが、改めて、今般の地震・津波に関する意見聴取会において専門家からあった敷地内破砕帯等

に関する指摘を踏まえ、データ拡充及び知見の収集を継続するよう求めます。 
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新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況について 

（週報：８月２日） 

平成 24 年８月２日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

主な点検・復旧状況 

○平成 24 年７月 27 日から８月２日までに点検および復旧を完了したもの 

・なし 

 

○平成 24 年８月３日から８月９日までに点検および復旧を開始するもの 

・なし 

 

○平成 24 年７月 29 日から８月 25 日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 

 

 

以 上 
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新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況について 

（週報：８月９日） 

平成 24 年８月９日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

主な点検・復旧状況 

○平成 24 年８月３日から８月９日までに点検および復旧を完了したもの 

・なし 

○平成 24 年８月 10 日から８月 16 日までに点検および復旧を開始するもの 

・なし 

○平成 24 年８月５日から９月１日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 

○その他 

・不適合情報（中越沖地震関連、ＧⅠ、ＧⅡ、ＧⅢグレード、対象外） 

（含む、中越沖地震関連、Ａｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄグレード、対象外） 

平成 24 年７月１日～31 日 

（平成 19 年７月 16 日～累計） 

件数 
０件 

（3,775 件） 

※ 新潟県中越沖地震発生後、これまでに発生・審議した不適合情報について再精査したところ、中越

沖地震対象であったもの１件を確認いたしましたので、７月分の集計に合わせて訂正いたしました。 

 

 

以 上 
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新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況について 

（週報：８月 23 日） 

平成 24 年８月 23 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

主な点検・復旧状況 

○平成 24 年８月 10 日から８月 23 日までに点検および復旧を完了したもの 

・なし 

 

○平成 24 年８月 24 日から８月 30 日までに点検および復旧を開始するもの 

・なし 

 

○平成 24 年８月 19 日から９月 15 日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 

 

以 上 
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新潟県中越沖地震後の点検・復旧作業の状況について 

（週報：８月 30 日） 

平成 24 年８月 30 日 

東 京 電 力 株 式 会 社 

 

当社柏崎刈羽原子力発電所における新潟県中越沖地震後の主な点検・復旧作業の状況お

よび不適合についてお知らせいたします。 

 

主な点検・復旧状況 

○平成 24 年８月 24 日から８月 30 日までに点検および復旧を完了したもの 

・なし 

 

○平成 24 年８月 31 日から９月６日までに点検および復旧を開始するもの 

・なし 

 

○平成 24 年８月 26 日から９月 22 日までの主な点検・復旧作業実績・予定 

・「新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の 

主な点検・復旧作業予定（４週間工程）」・・・別紙 

 

以 上 
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 別紙

項　　　目 点検・復旧状況

２号機 タービン設備関連 タービン点検 Tb Tb Tb Tb
H21/12/ ７ より高圧・低圧タービン（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）詳細点検開始。
H23/12/12より高圧・低圧タービン（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）復旧作業開始。

その他設備関連 主発電機点検 E E E E H20/３/19より点検開始。

３号機 原子炉設備関連 原子炉格納容器閉鎖作業 Rx H23/３/３閉鎖作業開始。

系統健全性確認 系統機能試験 運評 運転評価 運転評価 運転評価 H22/11/16より試験開始。

４号機 タービン設備関連 タービン点検 Tb Tb Tb Tb
H21/８/３より高圧・低圧タービン（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）詳細点検開始。
H22/７/５より高圧・低圧タービン（Ａ）（Ｂ）（Ｃ）復旧作業開始。

その他設備関連 主発電機点検 E E E E H20/１/15より点検開始。

原子炉再循環ポンプ可変周波数電源装置入力変圧器点検 E E E E H21/６/12より搬入・据付作業開始。

耐震強化関連 配管等サポート Rx Rx Rx Rx Ｈ23/１/17～H24/９月中旬強化工事予定。H24/８/24原子炉圧力容器付属構造物強化作業完了。

※各設備の点検結果については、まとまり次第お知らせします。

※各項目の点検・復旧作業および実施期間については、状況により変更する場合があります。

※全号機、定期検査中です。

９月２日（日）～９月８日（土）

【点検・復旧状況】
◆平成24年８月26日（日）～平成24年９月22日（土）

設　備 ８月26日（日）～９月１日（土） ９月９日（日）～９月15日（土） ９月16日（日）～９月22日（土）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新潟県中越沖地震発生による柏崎刈羽原子力発電所の主な点検・復旧作業予定（４週間工程）（1／1） 平成24年８月30日

 1
1
8



柏崎刈羽原子力発電所における
安全対策の取り組み状況について

平 成 2 4 年 ８ 月 3 0 日

東 京 電 力 株 式 会 社

柏崎刈羽原子力発電所

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社



（１）緊急点検
①安全上重要な設備の定例試験等による確認
②緊急時対応のための機器及び設備の点検

（２）緊急時対応計画の点検及び訓練の実施
①緊急時の対応計画（マニュアル）の整備
②緊急時を想定した訓練の実施

外部扉の防水化 建屋貫通口の防水化

柏崎刈羽原子力発電所における緊急安全対策の概要
津波の影響で３つの機能（交流電源を供給する全ての設備の機能、海水を使用して原子炉施設を冷却する全ての設備の機能及び使用済燃料プールを冷却する全ての設備の機能）

が喪失した場合においても、炉心や使用済燃料の損傷を防止できるよう、以下の緊急安全対策を平成23年４月20日までに完了しました。

凡例
消火系ライン

補給水系ライン

原子炉隔離時
冷却系ライン

電源供給ライン

燃料プール冷却浄化
系ライン

原子炉冷却材浄化
系ライン

ディーゼル駆動
消火ポンプほう酸注入系

ポンプ

原子炉隔離時冷却系ポンプ

海

蓄電池

コントロール
センター

純水移送
ポンプ

制御盤

原子炉建屋

原子炉格納容器

充電器

使用済燃料プール

原子炉

予備窒素ガスボンベ

原子炉冷却材浄化系ポンプ

燃料プール冷却浄化系ポンプ

補給水ポンプ

熱交換器

海
熱交換器

※

※

※

※

水中ポンプ
(可搬式)

非常用
復水貯蔵槽

または
復水貯蔵槽

消防車

ろ過水タンク

純水タンク

格納容器ベント弁
予備窒素ガスボンベ

（４）緊急時の最終的な除熱機能の確保
①原子炉の注水・冷却機能強化（消防車の配備等）
②淡水水源の確保
④可搬式の水中ポンプによる除熱機能の確保

（５）緊急時の使用済燃料プールの冷却確保
①注水・冷却を継続するための代替注水の手順の策定
②必要となる資機材の配備

（６）発電所の構造などを踏まえた当面必要となる対応策の実施
①安全上重要な設備が設置されている建屋の防水性の改善

（６）発電所の構造などを踏まえた当面必要となる
対応策の実施

②構内道路等のアクセス性を確保するための
重機類の配備（瓦礫撤去・除雪車）

（４）緊急時の最終的な除熱
機能の確保

③原子炉格納容器の減圧
に使用する空気作動弁
に、窒素を供給する機
能の確保

瓦礫撤去・除雪車

タービンへ

逃し安全弁

低圧
配電盤

（３）緊急時の電源確保
①全交流電源喪失時に電源車等による
電源の供給手順の策定

②必要となる電源車や機器類の配備

1無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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柏崎刈羽原子力発電所における主な安全対策の概要

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（６）環境モニタリング設備等の増強

緊急時の情報収集に万全を期すため、発電
所周辺の放射線量を継続的に計測するため、
モニタリングカーの追加配備を行う。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更な
る強化等

（７）高台への緊急時用資
機材倉庫の設置
高台に緊急時用資機材

倉庫を設置し、津波によ
り緊急時に必要な資機材
の喪失を防止する。

Ⅱ．建屋への浸水防止
（１）防潮壁の設置

安全上重要な機器が設置されている原子炉建屋に防潮壁を
設置し、津波による電源設備や非常用ディーゼル発電機など
の浸水を防ぎ、発電所の安全性を確保する。

（擁壁イメージ）

Ⅰ．防潮堤（堤防）の設置
発電所構内の海岸前面に防潮堤（堤

防）を設置し、津波の浸入・衝撃を回
避して敷地内の軽油タンクや建物・構
築物等を防御する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（４）代替水中ポンプ及び代替海水熱交換器設備の配備

代替の水中ポンプ等を配備し、海水系の冷却機能が
喪失した場合においても残留熱除去系を運転できるよ
うにする。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（５）原子炉建屋トップベント設備の設置

トップベント設備を設置して、原子炉建
屋内での水素の滞留を防止する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（１）水源の設置

発電所敷地構内に緊急時の水源となる淡
水の貯水池を設置し、原子炉や使用済燃料
プールへの冷却水の安定的な供給を確保す
る。

原
子
炉
建
屋
等
へ海水

Ⅱ．建屋への浸水防止
（２）原子炉建屋等の水密扉化

原子炉建屋やタービン建屋
、熱交換器建屋の扉を水密化
することにより、建屋内の機
器の水没を防止する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（２）空冷式ガスタービン発電機車等の追

加配備
大容量ガスタービン発電機車等を追加

配備して、全ての交流電源を喪失した場
合でも、電源供給を行い残留熱除去系ポ
ンプを運転できるようにする。

（３）緊急用の高圧配電盤の設置と原子炉
建屋への常設ケーブルの布設

緊急用の高圧配電盤を設置するととも
に、原子炉建屋への常設ケーブルを布設
することにより、全交流電源喪失時にお
ける電源供給ラインを常時確保し、残留
熱除去系ポンプ等に電力を安定供給でき
るようにする。防潮壁

防潮板

津波対策後

（防潮壁イメージ）

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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平成24年８月29日現在

Ⅰ．防潮堤（堤防）の設置 Ｈ25年度第１四半期頃完了予定

Ⅱ．建屋等への浸水防止

 （１）防潮壁の設置（防潮板含む） Ｈ24年度下期頃完了予定

 （２）原子炉建屋等の水密扉化 Ｈ24年度下期頃完了予定

 （３）熱交換器建屋の浸水防止対策　※ Ｈ25年３月頃完了予定

 （４）開閉所防潮壁の設置　※ Ｈ25年２月頃完了予定

 （５）浸水防止対策の信頼性向上　※ Ｈ25年５月頃完了予定

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等

 （１）水源の設置 Ｈ24年度下期頃完了予定

 （２）空冷式ガスタービン発電機車等の追加配備 Ｈ24年３月配備完了

 （３）緊急用の高圧配電盤の設置と原子炉建屋への
 　　　常設ケーブルの布設

Ｈ24年４月完了

 （４）代替水中ポンプ及び代替海水熱交換器設備の配備 Ｈ24年度下期頃完了予定

 （５）原子炉建屋トップベント設備の設置 Ｈ24年度上期頃完了予定

 （６）環境モニタリング設備等の増強
 　　　・モニタリングカーの増設

Ｈ23年10月配備完了

 （７）高台への緊急時用資機材倉庫の設置 Ｈ25年度第１四半期頃完了予定

 （８）大湊側純水タンクの耐震強化　※ Ｈ25年度第１四半期頃完了予定

 （９）コンクリートポンプ車の配備　※

 （10）アクセス道路の補強　※ Ｈ25年３月頃完了予定

 （11）免震重要棟の環境改善　※ Ｈ25年５月頃完了予定

　※ 追加実施中の安全対策。
　　 今後も、より一層の信頼性向上のための安全対策を実施してまいります。

Ｈ24年内１台配備予定

Ｈ25年度第１四半期頃２台配備予定

柏崎刈羽原子力発電所における安全対策の実施状況

項目
平成23年度 平成24年度 平成25年度

全体スケジュール

設計 11月着工

４月着工

設計 Ｈ24年２月着工

７月手配

設計・製作 ８月着工

設計 ８月着手

設計 10月着工

設計・手配

▼８月29日現在

設計

設計 Ｈ24年９月頃着工予定

９月着工

６月着工

Ｈ24年９月頃着工予定

Ｈ24年10月頃着工予定設計

設計

設計

設計

Ｈ24年９月頃着工予定

手配 手配

設計

設計 Ｈ24年10月頃着工予定

Ｈ24年11月頃着工予定

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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平成24年８月29日現在

項目 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 ７号機

Ⅰ．防潮堤（堤防）の設置

Ⅱ．建屋等への浸水防止

 （１）防潮壁の設置（防潮板含む）

 （２）原子炉建屋等の水密扉化

 （３）熱交換器建屋の浸水防止対策　※

 （４）開閉所防潮壁の設置　※

 （５）浸水防止対策の信頼性向上　※

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等

 （１）水源の設置

 （２）空冷式ガスタービン発電機車等の追加配備

 （３）－１ 緊急用の高圧配電盤の設置

 （３）－２ 原子炉建屋への常設ケーブルの布設

 （４）代替水中ポンプ及び代替海水熱交換器設備の配備

 （５）原子炉建屋トップベント設備の設置

 （６）環境モニタリング設備等の増強
 　　　・モニタリングカーの増設

 （７）高台への緊急時用資機材倉庫の設置

 （８）大湊側純水タンクの耐震強化　※

 （９）コンクリートポンプ車の配備　※

 （10）アクセス道路の補強　※

 （11）免震重要棟の環境改善　※

:設計中、準備工事中 :工事中 :完了

　※ 追加実施中の安全対策。
　　 今後も、より一層の信頼性向上のための安全対策を実施してまいります。

検討中 検討中 設計中

設計中

設計中 検討中 検討中 検討中

－ 設計中

設計中

手配中

完了

完了

配備済
今定検時
配備予定

工事中 完了

今定検時
配備予定

工事中

設計中 検討中

配備済

完了

配備済

検討中

完了

－

配備済

完了 完了

今定検時
配備予定

工事中

配備済

完了

完了

完了

－

検討中

工事中

設計中 設計中 設計中 設計中 工事中

設計中

設計中

柏崎刈羽原子力発電所における安全対策の実施状況

工事中
完了

（周辺整備工事中）

工事中 海抜15ｍ以下に開口部なし完了 工事中 工事中

完了

配備済

完了完了

完了設計中 設計中 設計中 完了 完了

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅱ．（３） 熱交換器建屋の浸水防止対策

１．目的

熱交換器建屋は、防潮堤設置前において15ｍ想定の津波襲来時には機能維持を期待せず、代
替熱交換器設備にて対応することとなっています。この度の熱交換器建屋の止水対策により、15ｍ
想定の津波に対しても、本設備が使用できるように、さらなる安全性を高めます。

２．工事概要

対象号機 ： １～５号機 熱交換器建屋
工事内容 ： 外部扉水密扉化、取水路ハッチ補強、水密扉設置他

３．工期

平成２４年６月～平成２５年３月（予定）

タービン建屋

循環水ポンプ建屋

敷地高さ
約12ｍ

海

防潮堤
海抜約15ｍ

：止水対策範囲（例）５号機 熱交換器建屋周辺概要図

熱交換器建屋

水密扉設置
（トレンチからの海水浸水防止のため）

取水路ハッチの鋼材追加による補強
（取水路から遡上する海水浸水防止のため）

既存外部扉 水密化
（海水浸水防止のため）

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社



6

Ⅱ．（４） 開閉所防潮壁の設置 （７月５日お知らせ済み）

１．目的
外部電源を喪失した場合においても、緊急用高圧配電盤と空冷式ガスタービン発電機車の配備により

プラントへの緊急電源の供給は可能ですが、開閉所設備に安全対策工事を施すことにより、外部電源に
よるさらなる供給信頼性を確保します。

開閉所設備の安全対策として、海抜15m高さの津波を防潮壁にて防御します。
（平成23年４月21日お知らせ済み）

２．工期
平成24年９月～平成25年２月（予定）

開閉所防潮壁

鉄筋コンクリート造
高さ：約２ｍ（海抜約15ｍ）
長さ：約360ｍ

防潮壁（約360m）

開閉所防潮壁 配置イメージ図

１号機～４号機側（海側）

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅱ．（４） 開閉所防潮壁 完成イメージ図

開閉所防潮壁 完成イメージ図

１号機～４号機側（海側）

防潮壁（約360m）

ガス絶縁開閉器

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅱ．（５） 浸水防止対策の信頼性向上

１．目的

原子炉建屋の給排気口や配管の貫通孔等の開口部については、既に止水対策を終了して
います。さらに信頼性を向上させていくため、開口部の止水対策に加えて、建屋に接続して
いる開口していないダクト等についても強化することにより浸水防止対策に万全を期すことを
目的としています。

２．主な浸水防止対策

・発電機から変圧器の間の電線（相分離母線）ダクトの浸水防止対策（１号機）

・タービン建屋から原子炉建屋の間の電線（相非分割母線）の浸水防止対策（１号機）

・主排気ダクトの浸水防止対策（２～５号機）

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅱ．（５）－１ 相分離母線ダクトの浸水防止対策（１号機の例）

１．目的

発電機から変圧器の間の電線（相分離母線：ＩＰＢ）
ダクトの損傷を想定し、ダクトを通じてタービン建屋内
へ浸水することを防止するために、ダクト周辺に防潮
板を設置します。

３．工期

平成24年９月 ～ 平成24年12月（予定）

２．工事概要

屋外 タービン建屋

防潮板設置

平面図
相分離母線：発電機から変圧器へ電気を送る母線。母線各相をそれぞ

れ金属製の筒に収納し、母線間の短絡を防止したもの。
管内に冷たい空気を通気し母線を冷却するため、ダクト構
造となっている。

海抜約15m

防潮板設置

ＩＰＢダクト

断面図

変圧器へ

発電機から

立抗外壁

立抗外壁

ＩＰＢダクト

開閉所へ

発電機

タービン建屋

変圧器

タービン

立抗

相分離母線

防潮板

溶接構造用圧延鋼材
高さ ：約15ｍ（海抜約15ｍ）
幅 ：約６ｍ
奥行き：約３ｍ
厚さ ：約２cm

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅱ．（５）－２ １号機 相非分割母線の浸水防止対策

１．目的

壁の貫通部の母線（相非分割母線）をケーブル化
することにより、原子炉複合建屋内の電源盤の設
置されているエリア内への浸水防止の信頼性向上
を図ります。

２．工期

平成24年９月～平成25年２月（予定）

３．工事概要

原子炉複合建屋

接続ＢＯＸ
（新設）

タービン建屋

貫通孔径 ：直径約16cm

ケーブル寸法：直径約5cm

接続ＢＯＸ
（新設）

浸水防止対策後浸水防止対策前

原子炉複合建屋 タービン建屋

ダクト接合部：
シール材にて止水済み

・貫通孔を新設しケーブル
通線

・シール材にて止水

ケーブル化

・既設ダクトを撤去
・開口部を鉄板にて

閉止

既設ダクト、相非分割母線

・ダクトの接合部などをシール材にて止水し、ダクト
内への浸水防止対策済み

・移行水位によってダクトが浸水した場合、ダクト内
に水が浸入する可能性があり、水が原子炉複合建屋
内の電源盤の設置されているエリア内に移行するお
それがある

鉄板

タービン建屋

原子炉複合建屋

Ｂ２Ｆ

Ｂ１Ｆ

Ｂ５Ｆ

Ｂ４Ｆ

Ｂ３Ｆ

Ｂ２Ｆ

１Ｆ

Ｂ１Ｆ

１Ｆ

２Ｆ

３Ｆ

１Ｆ

Ｂ１Ｆ

Ｂ２Ｆ
トレンチ

トレンチ

２Ｆ

相非分割母線ダクト

熱交換器建屋

電源盤
電源盤

ケーブル化範囲

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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主排気筒

原子炉建屋

タービン建屋

Ⅱ．（５）－３ 主排気ダクトの浸水防止対策（５号機の例）

１．目的

屋外構築物の主排気ダクトが損傷を受けた場合、主排気ダクトの損傷開口部から原子炉建屋内へと浸水
し、ダクトなどを通じて拡散する可能性があることから、主排気ダクトの損傷・落下を想定し、原子炉建屋地下
階から主排気ダクトに接続されるダクトの廻りにコンクリート受台付きの防潮壁を設置することにより主排気
ダクトの落下や建屋への浸水を防止します。

２．工事概要

３．工期

平成24年９月 ～ 平成25年５月（予定）

防潮壁部上面
約13ｍ

約６ｍ

主排気ダクト防潮壁
（主排気ダクト落下受台共用）

鉄筋コンクリート（厚さ：約１ｍ）
高さ：約３ｍ（海抜約15ｍ）

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅲ．（８） 大湊側純水タンクの耐震強化

１．目的

純水タンクは、プラントに供給する純水を貯蔵するためのもので、各タンク約2000ｍ３

の貯蔵量を有しています。シビアアクシデント発生時には原子炉及び使用済燃料プー
ルへ注水するための水源のひとつとなります。
中越沖地震の際に、健全性は確保されているものの、他のタンクと同様に、側板や底

板の厚さを増すことにより耐震強化を図ります。

２．工事概要

タンク側板（高さ約１２ｍ）の下部４ｍ及び底板について、板厚を増加させて取替える
工事を実施します。タンクは常時使用していることから２基を１基ずつ順番に施工します。
タンク全体をジャッキアップして底板を取替後、ジャッキダウンし、側板１，２段を一枚

ずつ切断し、新規側板に入れ替え、溶接組立を行います。

３．工期

平成24年10月 ～ 平成25年６月（予定）
№４タンク：平成24年10月～平成25年２月
№３タンク：平成25年２月～平成25年６月

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅲ．（８） 大湊側純水タンクの耐震強化

取替範囲

２ｍ 厚さ７ｍｍから10ｍｍに変更

２ｍ 厚さ８ｍｍから13ｍｍに変更

側板

材質：ＳＳ４００
（一般構造用圧延鋼材）

（変更なし）

ジャッキアップし底板取替 ジャッキダウン後側板１，２段取替
（側板１枚ずつ取替）

溶接組立、水張検査、塗装

工事手順

底板
厚さ９mmから12mmに変更

高さ：約１２ｍ

直径：約１５ｍ

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅲ．（９） コンクリートポンプ車の配備

１．目的

使用済燃料プールへの注水等、注水手段の多様化を目的として導入します。

２．配備車両台数

・大型×１台（腕部長さ70ｍ）

・小型×２台（腕部長さ52ｍ）

３．配備時期

・１台目（大型）については、年内配備予定で調整中。

・残りの２台（小型）については、平成25年度第１四半期に配備予定。

大型車
小型車

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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１．目的
中越沖地震発生後、通行不可となった構内アクセスルートについては、沈下対策として地盤改良を実施した

ほか、通行不能には至らなかったものの、道路に亀裂や変状がみられた箇所についても地盤改良等を実施し
ています。
今回実施する対策は、電源車、消防車等の緊急車両の配備位置までの構内アクセスルート上の、地下埋設

構造物（ケーブル洞道等）が構築されている箇所において、地震による不等沈下等で発生するおそれのある段
差を抑え、より迅速に緊急車両が目的地に到達出来るよう、あらかじめ道路表面または路盤に段差抑制対策
を講じ、アクセスルート確保に万全を期すことを目的としています。

２．工事概要

３．工期

平成24年10月～平成25年3月 （予定）

Ⅲ．（10） アクセス道路の補強

対策前

支持層

埋戻土

埋戻土の厚さ（大）

道路 沈下量（小）

埋戻土の厚さ（小）

沈下量（大）

段差発生のおそれ

支持層

埋戻土

道路

沈下に追従し急激
な段差を極力解消

対策後

道路表面または路盤
に段差抑制対策を実施

地下埋設構造物 地下埋設構造物

人工岩盤 人工岩盤

沈下後の道路面

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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Ⅲ．（11） 免震重要棟の環境改善

１．目的

免震重要棟内での活動時における被ばく量を低減するために、１階および２階の窓に遮蔽材を設置します。
また、万が一建屋内が汚染した場合でも、除染が行いやすいよう、床面の仕上げ材を取替えます。

３．工期

平成24年11月～平成25年５月（予定）

【対策例（免震重要棟 ２階）】 【断面イメージ】

遮蔽材設置
厚さ：約１ｃｍ
材質：鉛板

天井材
既設外壁

（コンクリート）

屋内屋外

※被ばく量を低減させるため

窓前面に遮蔽材を設置

窓ガラス

床面の仕上げ材取替

※除染が行いやすいよう

カーペットから塩ビ系床材

へ取替

※躯体コンクリートに

吊り架台を設置

遮蔽材設置箇所

床面の仕上げ材取替範囲

２．工事概要

無断複製・転載禁止 東京電力株式会社
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東京電力（株）福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版） 

 
平成 24 年 7 月 30 日の第２回政府・東京電力中長期対策会議において，「信頼性向上に係る実

施計画」の内容や今までの取り組み状況を反映した中長期ロードマップの改訂が行われた。今後

は，この改訂されたロードマップに基づき進捗管理を行っていく。 

１． 至近１ヶ月の総括と今後の取組 

① プラントの安定状態維持・継続に向けた計画 

 ２号機圧力容器代替温度計の設置 
２号機温度計の故障等を受け，代替温度計の設置を検討中。温度計設置予定のＳＬＣ差圧検出配

管において配管内の水抜きを実施し，水頭圧の変化から配管の閉塞性が高いこと，炉水逆流の可能

性は低いことを確認（８／６，７）。その後，配管高圧フラッシングを実施（８／１０）したが，閉

塞状態の改善は見られなかった。これらの結果を踏まえ，今後，X-51 ペネ側からの水抜きの方法に

ついて，検討を進めていく。安全に水抜き作業を行うためにモックアップ試験等での確認が必要で

あり，９月中の代替温度計設置を目途に検討を進める。 

 １号機格納容器内部調査及び格納容器温度計等の設置 
格納容器内部の状況を把握するため，８／２２から準備工事を開始。格納容器内部調査として，

カメラによる画像，放射線量，雰囲気温度，水温及び水位のデータ取得並びに滞留水のサンプリン

グを実施するとともに，常時監視可能な格納容器内雰囲気温度計及び水位計を設置予定（１０月上

旬頃）。 

 １号機サプレッションチェンバ窒素注入 
４月以降，水素濃度及びＫｒ－８５放射能濃度が変化していることから，サプレッションチェン

バ上部に残留している事故初期の水素とＫｒ－８５が間欠的にドライウェル内へ放出されている可

能性が考えられる。そのため，サプレッションチェンバ内に窒素を注入して水素とＫｒ－８５の濃

度変化を測定し，サプレッションチェンバ内に水素とＫｒ－８５が残留しているかどうか調査する

（９月上旬予定）。 

 ２号機格納容器温度計の設置 
格納容器内雰囲気温度計の信頼性向上を目的として，新たに格納容器内雰囲気温度を継続的に測

定可能な温度計を設置予定。９月中旬から温度計設置工事開始予定。 

 原子炉建屋等への地下水流入抑制 
山側から流れてきた地下水を建屋の上流で揚水し，建屋内への地下水流入量を抑制する取組（地下

水バイパス）を計画。地下水の水質確認（平成２４年３，５，６月採水）・評価を実施し，１３４Ｃｓ，
１３７Ｃｓ濃度は発電所周辺河川で検出された濃度（最大１Bq/ℓ）と比較しても大幅に低いこと，Ｓｒ，

全α，全β核種は検出限界値未満であることを確認。なお，トリチウムが検出されたが，法令値の数

百分の１程度以下の濃度であり，人体等への影響は小さいと考えられる。以上から周辺環境への影響

は極めて低いと評価し，９月上旬から揚水井等の設置を開始する予定（図１参照）。 

 多核種除去設備の設置 
構内貯留水等に含まれる放射性物質濃度をより一層低く管理する多核種除去設備を設置。確証試

験の結果，８９Ｓｒ，９０Ｓｒ，９０Ｙについても検出限界値未満まで除去できることを確認（８月末ま

でに再確認試験結果の評価予定）。また，現地では機器・配管据付工事を実施中（６／２０～ Ａ系

統：８／２３，Ｂ・Ｃ系統：９月中旬～下旬予定）（図２参照）。９月上旬より実処理水による系統試

験，実運用開始予定。 

 処理水受タンクの増設 
・ 至近一ヶ月の実績として，8,000m3分のタンクを設置し，当初計画のタンク設置工事（約 50,000m3）

が完了（８／６）。更にタンク増設工事（約 80,000m3：10 月中旬～）を計画。 

・ 地下貯水槽の増設工事を実施中（更に計画を追加し，合計約 54,000m3，～１２月末予定）。 

・ タンクのリプレースにより，鋼製円筒型タンク（約 4,000m3）を設置完了（８／２４）。今後更に

約 37,000m3分のリプレース予定（～１１月末）。 

 水処理設備関連漏水対策 
４号機タービン建屋内での汚染水移送配管からの漏水及びＲＯ装置継ぎ手部からの漏水について

原因調査を実施中。４号機移送ラインについてはポリエチレン管化の工程を短縮し，９／２に運用開

始予定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 発電所全体の放射線量低減・汚染拡大防止に向けた計画 

 敷地境界における線量評価 
新たに大気中へ放出される放射性物質による敷地境界における線量評価には，毎月の冷温停止状

態達成の確認のための評価と年間 1mSv 未満達成の確認のための評価があり，評価に用いる計算式，

係数が異なっていたことから，今後は施設運営計画における評価で用いている後者の評価の方法に

統一することとし，９月の評価より実施予定。 

③ 使用済燃料プールからの燃料取出計画  
 ３，４号機原子炉建屋上部ガレキ撤去 
・ ３号機において，原子炉建屋上部ガレキ撤去作業（～平成２４年度末頃予定），構台設置作業を

継続実施中。 

・ ４号機において，原子炉建屋オペレーティングフロア大型機器撤去作業（７／２４～１０月予定）

（図３参照），燃料取出し用カバー工事（地盤改良工事：４／１７～８／２４，基礎工事：８／

１７～）を継続実施中。 

 ４号機使用済燃料プール内新燃料（未照射燃料）の健全性調査 
７月に４号機使用済燃料プールから取り出した新燃料２体について，共用プールにおいて異常腐

食の有無等について確認実施（８／２７～２９予定）。 

 ４号機原子炉建屋の健全性確認 
４号機原子炉建屋及び使用済燃料プールに対して，第２回目の定期点検を実施中（８／２０～２９

予定）。 

 １号機オペレーティングフロア（以下，オペフロ）の状況調査 
今後の使用済燃料プールからの燃料取り出し等の検討に資するため，カメラを取り付けたバルーン

を用いて，オペフロ等の調査を試みたが（８／８），バルーンがケーブルと思われる物と干渉したた

め調査対象であるオペフロまで到達できなかった（図４参照）。今後の再調査に向けて，調査方法等

について再検討中。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ０ １ ２ 年 ８ 月 ２ ７ 日

原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議

運営会議

図３：大型機器撤去（原子炉格納容器上蓋）の様子（８／１０） 

オペフロ上部での吊り上げ作業開始 吊り降ろし作業 

図２：多核種除去設備 
機器設置の様子（８／１９） 

図１：地下水バイパス設備概要 
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④ 燃料デブリ取出計画  
 建屋内の除染 

最適な除染方法を選定するため，１～３号機原子炉建屋内にて採取した汚染サンプルの簡易分析を

５号機で実施。その結果，主要線源はＣｓ－１３７，Ｃｓ－１３４であり，その割合は概ねＣｓ－１

３７が６０％，Ｃｓ－１３４が４０％であることを確認。サンプルの一部は JAEA に輸送し詳細分
析を実施中（６／２５～１２月末予定）。また，安定セシウムを用いた模擬汚染除染試験（８／６～

９月下旬予定）も並行して実施中。 

 格納容器漏えい箇所の調査・補修 
・ 既存技術の調査，漏えい箇所の想定，想定漏えい箇所の調査工法及び補修（止水）工法の検討中。 

・ １号機三角コーナーの滞留水の水位測定，サンプリング及び温度測定を実施予定（９月上旬）。 

⑤ 原子炉施設の解体・放射性廃棄物処理・処分に向けた計画 
 汚染水処理に伴う二次廃棄物の処理・処分 
・ 水処理二次廃棄物の長期保管及び廃棄体化の検討として，模擬スラッジを用いた加熱試験や固化

試験等による性状調査，塩分除去による水素発生量抑制に与える影響の確認試験等の各種特性試

験を実施中(～2013年度)。 
・ 二次廃棄物に含まれる処理・処分の観点で重要となる核種の放射能濃度を概算することを目的と

して，滞留水及び各水処理装置出口水試料の核種別放射能濃度を分析中。概ね分析は終了してい

るが，129I等一部の核種について分析を継続中（８月 31日完了予定）（※１）。滞留水等の試料は
今後も継続してサンプリング並びに分析を行う。 

 
 
 放射性廃棄物の処理・処分 

処理・処分の観点で重要となる核種の放射能濃度を評価することを目的として，ガレキ等をサンプ

リングし，核種別の放射能濃度を分析する。採取したガレキ・伐採木は９月中旬に JAEAに輸送し，
分析予定。 

⑥ 実施体制・要員計画 
 要員管理 
・ ９月予定の作業についても必要な協力企業作業員（約 3,000人程度）の確保が可能な見込み。 
・ 今後の中長期作業を考慮しつつ，法令上の制限である 100mSv/5年を守るために，75mSvを超え
る社員の配置転換を平成 23年 10月より開始し，平成 24 年 7 月末時点で約 345 人いた 75mSv
超過者のうち，８／１までに 216名の配置転換を実施済。 

・ ７月時点における，協力企業作業員の地元雇用率は，約 65％。 
 労働環境・生活環境・就労実態 
・ 福島第一原子力発電所の労働環境改善に係わるアンケートで頂いたご要望について，順次対応を

実施。（休憩所線量低減要望を受け，事務本館休憩所・免震棟前休憩所の線量低減工事開始に向け

て準備中。休憩所利用者による内部被ばくへの不安を少しでも軽減するため，休憩所の表面汚染

測定結果を休憩所毎に掲示する運用を開始等）。今後対応結果を情報掲示板で作業員の方へお知ら

せ予定。 
・ 不適切な下請契約の排除に向け，協力企業における取り組みについてヒアリングを継続的に実施

するとともに，相談窓口を通じて頂いたご意見ご要望に対して対応中。今後作業員に対しては，

就労実態に関するアンケートを実施予定。 
・ 協力企業に対して，ヒアリングやアンケートの結果をフィードバック。 

 車輌用スクリーニング・除染場の本格運用開始 
４／２４より，福島第一原子力発電所構内に設置した車輌用スクリーニング・除染場の試験運用を

行ってきたが，楢葉町の警戒区域解除を受け，８／１０より本格運用を開始（図５参照）。 
また，現在福島第一原子力発電所の正門付近に入退域管理施設を建設中（平成２４年度末竣工予定）

であり，竣工後は入退域管理機能を本施設で一括して実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑦ 作業安全確保に向けた計画 
 線量低減について 

１０月中旬より作業員の被ばく線量に影響の大きい事務本館休憩所・免震棟前休憩所の線量低減工

事を優先して実施予定。 
 個人線量管理の確実な実施・協力企業との連携 

一部作業員が警報付きポケット線量計（ＡＰＤ）の不正使用を行っていたことに鑑み，線量管理に

関する影響評価，再発防止策の検討・運用を実施中。再発防止策として，高線量被ばく作業に従事す

る作業員は，胸部分が透明な防護服を着用することとし，１０月の運用開始に向け準備を進めている。

またＡＰＤの未着用が続いたことから，防護服の上からの触診による確認やＡＰＤを携帯しなければ

ならない人を防護服の色を変えて識別するなどの対策を開始した。今後とも，作業員に対する現行の

線量管理ルールの遵守徹底や更なる再発防止策の検討を行っていく。 
 全面マスク着用省略エリアの拡大 

作業員の負荷軽減のため，車輌用スクリーニング場，協力企業棟等についても省略エリアに設定す

る。８／２に現場周知，８／９より運用開始。 
 熱中症予防対策の検討，実施 

平成２４年度熱中症予防対策を実施中。 
・ 熱中症発生数：７名（８月２０日現在） 
（Ｈ２３年度発生数：同月比較で２１名。Ｈ２３年度合計は２３名） 

・ ＷＢＧＴ値により，作業時間，休憩の頻度・時間，作業内容等の変更を実施。 
・ １４時から１７時の炎天下における作業の原則禁止を実施。 
・ 作業前，休憩時等にチェックシートを用いた体調確認の確実な実施。 
・ クールベストの着用促進に向けた声掛けを実施。 

⑧ その他 
 「東京電力(株)福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた機器・装置開発等に係る福島ワークショ
ップ」（８／７）の開催 
地元の優れた技術を広範に取り入れていく取組の一環として，福島県内の企業，研究機関等を対象

として，研究開発の工程表や関連技術等について情報共有，意見交換を行うワークショップを開催。

県内企業等をはじめとする約１５０名が参加し，活発な議論が交わされた。 

（※１）今回の試料は事故による大量の Sr等が含まれており，分離処理や分析手順の改良に時間を要している。
また，試料の放射能濃度が高く輸送量を少量としたため，精度の確保に長時間の測定が必要。 

図４：１号機オペフロ状況調査 

バルーン外観 

原子炉建屋断面図イメージ 

図５：車輌用スクリーニング・除染場の様子 
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２． 冷温停止状態の確認について 

 １～３号機の原子炉圧力容器底部温度，格納容器気相部温度は，約３５℃～約５５℃（８／

２６現在）であり，格納容器内圧力や格納容器からの放射性物質の放出量等のパラメータに

ついては有意な変動はなく，総合的に冷温停止状態を維持と判断。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 原子炉圧力容器底部及び格納容器気相部温度は定期的に確認しており，原子炉注水設備

に冷凍機を設置（７／１８）することで，原子炉関連温度の低下傾向を確認。その後効

率的な冷却のため，注水流量を減少させた（７／２７，８／１３）結果，原子炉関連温

度は上昇傾向を示しており，引き続き傾向監視を継続。 

・ 格納容器内圧力についても定期的に確認しており，有意な変動がないことを確認。 

・ 原子炉格納容器ガス管理システム内の気体を，希ガスモニタにて確認した結果，キセノ

ン 135 は，１号機：約 0.003Bq/cm3以下，２，３号機：検出限界値未満（検出限界値：約

0.4Bq/cm3以下）であり，再臨界判定基準（１Bq/cm3）を十分に下回っている。 

・ １～３号機原子炉建屋からの現時点の放出量（セシウム）を，原子炉建屋上部等の空気

中放射性物質濃度（ダスト濃度）を基に，１号機約 0.002 億ベクレル/時，２号機約 0.002

億ベクレル/時，３号機約 0.004 億ベクレル/時と評価。１～３号機合計の放出量は設備

状況が変わらないこと等から先月と同様に最大で約 0.1 億ベクレル/時と評価。これによ

る敷地境界における被ばく線量は 0.02ｍSv/年と評価。（これまでに放出された放射性物

質の影響を除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに，モニタリングポスト（ＭＰ－１～８）及び仮設モニタリングポスト（事務本館南側，正

門，西門）の指示値を連続監視しており，敷地境界の線量に変化がないことを確認している。 

 

 

以 上 

＜略語等説明＞ 

・ ＳＬＣ差圧検出配管：ほう酸水注入系差圧検出配管 

・ サブドレン：建屋周辺の地下水を汲み上げる装置 

・ オペレーティングフロア：定期検査時に，原子炉上蓋を開放し，炉内燃料取替や炉内構造物の

点検等を行うフロア。 

・ 作業構台：原子炉建屋上部等の瓦礫撤去のため，重機の走行路盤として設置 

・ 三角コーナー：トーラス室へアクセスする際に通る階段室の名称 

・ トーラス室：Ｓ／Ｃを収納する部屋の名称 

・ Ｓ／Ｃ（サプレッションチェンバ）：圧力抑制プール。非常用炉心冷却系の水源等として使用。 

・ 車輌用スクリーニング：汚染検査を行い，汚染が高い車輌を振り分けること。 

１号機原子炉圧力容器まわり温度 １号機Ｄ／Ｗ雰囲気温度 

２号機原子炉圧力容器まわり温度 ２号機Ｄ／Ｗ雰囲気温度 

３号機原子炉圧力容器まわり温度 ３号機Ｄ／Ｗ雰囲気温度 
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原子炉Skirt Joint上部(15°)(保安規定監視対象)

原子炉Skirt Joint上部(270°)(保安規定監視対象)

RPV下部ヘッド(15°)(保安規定監視対象)

RPV下部ヘッド(130°)(保安規定監視対象)

給水ノズル（N4B）

炉注水温度

7/18 冷凍機運用開始

7/27 注水流量減少
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HVH戻り（12E）(保安規定監視対象)
HVH供給（12A）(保安規定監視対象)
HVH供給（12B）(保安規定監視対象)
HVH供給（12C）(保安規定監視対象)
HVH供給（12D）(保安規定監視対象)
HVH供給（12E）(保安規定監視対象)
RPVベローシール（L）
炉注水温度

7/18 冷凍機運用開始

7/27 注水流量減少
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RPV底部ヘッド上部(270°)(保安規定監視対象)

スカートジャンクション上部(135°)(保安規定監視対象)

スカートジャンクション上部(270°)（参考）

給水ノズル（N4B）

炉注水温度

7/18 冷凍機運用開始

＊：RPV底部ヘッド上部(0°)は2/15に故障と判断
＊：RPV底部ヘッド上部(135°)は4/18に故障と判断
＊：スカートジャンクション上部（270°）は3/22に故障と判断

8/13 注水流量減少

7/27 注水流量減少
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HVH戻り(16B)(保安規定監視対象)
HVH戻り(16C)(保安規定監視対象)
HVH戻り(16D)(参考)
HVH戻り(16E)(保安規定監視対象)
HVH供給(16F1)(参考)
HVH供給(16G1)(保安規定監視対象)
HVH供給(16H1)(参考)
HVH供給(16J1)(保安規定監視対象)
RPVベローシール(R)
炉注水温度

7/18 冷凍機運用開始

＊：RPVベローシール(R)は2/23に故障と判断
＊：HVH供給(16F1)は3/22に参考温度計と判断
＊：HVH戻り(16A)，HVH戻り(16D)，HVH供給(16H1)は
　　6/11に参考温度計と判断。

8/13 注水流量減少

7/27 注水流量減少
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RPV底部ヘッド上部(0°)(保安規定監視対象)
RPV底部ヘッド上部(135°)(保安規定監視対象)
RPV底部ヘッド上部(270°)(保安規定監視対象)
スカートジャンクション上部(0°)(保安規定監視対象)
スカートジャンクション上部(135°)(保安規定監視対象)
スカートジャンクション上部(270°)(保安規定監視対象)
RPV下部ヘッド(0°)(保安規定監視対象)
RPV下部ヘッド(135°)(保安規定監視対象)
RPV下部ヘッド(270°)(保安規定監視対象)
給水ノズル（N4B）
炉注水温度

7/18 冷凍機運用開始

8/13 注水流量減少

7/27 注水流量減少
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HVH戻り(16C)(保安規定監視対象)
HVH戻り(16D)(保安規定監視対象)
HVH戻り(16E)(保安規定監視対象)
HVH供給(16F1)(保安規定監視対象)
HVH供給(16G1)(保安規定監視対象)
HVH供給(16H1)(保安規定監視対象)
HVH供給(16J2)(保安規定監視対象)
HVH供給(16K1)(保安規定監視対象)
RPVベローシール(L)
炉注水温度

 

7/18 冷凍機運用開始

8/13 注水流量減少

7/27 注水流量減少



２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
１／９

４号機４号機

廃止措置等に向けた進捗状況：使用済み燃料プールからの燃料取出し作業

原子炉建屋上部のガレキ撤去 燃料取り出し用カバーの設置

2012年度中頃完了目標 2012/4～2013年度中頃目標

使用済燃料プール内の燃料の取り出し開始（４号機，２０１３年中）至近の目標

至近の
スケジュール

燃料取出し用カバー設置に向けて、
原子炉建屋上部の建屋ガレキ撤去完了
（2012/7/11）。現在オペレーティング
フロア大型機器撤去作業中（7/24～）

カバー
（又はコンテナ）

使用済燃料
プール

天井クレーン

燃料交換機

輸送容器

搬出

取り出し作業

2013/12開始目標

原子炉建屋の健全性確認（2012/5/17～5/23，8/20～8/29予定）
年４回定期的な点検を実施。建屋の健全性は確保されていることを確認。

３号機３号機 燃料取出し用カバー設置に向けてガレキ撤去
及びガレキ撤去用構台設置作業中。

原子炉建屋オペレーティングフロア
周辺状況調査（2012/7/11）
原子炉建屋上部のガレキ撤去計画のため、調査実施

共用プール共用プール キャスク
ピット

キャスク
ピット貯蔵エリア

空きスペース

の確保

使用済燃料プールから取り出した燃料を
共用プールへ移送するため，輸送容器・

収納缶等を設計・製造 共用プール内空き
スペースの確保

（乾式キャスク仮保管設備への移送）

至近の
スケジュール 現在の作業状況

・構内用輸送容器の設計検討中
・共用プールユーティリティ等
の復旧工事実施中

2012年度末頃完了目標

2014年度第3四半期完了目標

1，２号機1，２号機

参考資料

クレーン

防護柵 モジュール

共用プールからの使用済燃料受け入れ

乾式キャスク

仮保管設備

乾式キャスク

仮保管設備

2012/8より基礎工事実施

傾きの確認（水位測定） 傾きの確認（外壁面の測定）

２号機原子炉建屋調査
使用済燃料プールへのアクセス性等の確認のため，
原子炉建屋５階オペレーティングフロア及び
３,４階の機器ハッチまわりを調査。ロボット
（Quince２）による，目視確認，線量測定，
雰囲気温度・湿度測定を実施（６／１３）

２号機５階の様子

●１号機については，３，４号機での
知見・実績を把握するとともに，ガレ
キ等の調査を踏まえて具体的な計画を
立案し，第２期（中）の開始を目指す。
●２号機については，建屋内除染，遮
へいの実施状況を踏まえて設備の調査
を行い，具体的な計画を検討，立案の
上，第２期（中）の開始を目指す。

使用済燃料プールへの防護構台設置
（2012/6/15）
北側のガレキ解体に先立ち、万が一の使用済燃料
プールへのガレキの落下に備え、防護構台を設置。

2011/9/22

2012/7/5

使用済燃料プール内新燃料

（未照射燃料）の健全性調査

プール内燃料の腐食調査のため、
新燃料取出し作業実施（7/１８～１９）
腐食の有無・状態の確認を行う
（8／２７～２９予定）

新燃料取出し作業

上部より撮影

北西部状況

2011/9/10 2012/6/18

EV設置



２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
２／９

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

原子炉格納容器内部調査

格納容器内部の画像取得や
データ直接採取（雰囲気温度，
滞留水温度・水位）等を目的に，
調査装置を挿入し格納容器内部
の調査を実施する。８／２２より
準備工事開始。

建屋内の除染

・ロボットによる，原子炉
建屋内の汚染状況調査を実施。
（５／１４～１８）。
・最適な除染方法を選定するため
除染サンプルの採取を実施。
（６／７～１９）

汚染状況調査用ロボット
（ガンマカメラ搭載）

X-100Bペネ

格納容器漏えい箇所の調査・補修

既存技術の調査，漏えい箇所の想定，想定漏えい
箇所の調査工法及び補修（止水）工法についての
検討を実施中。
トーラス室内等の状況を把握するため，
原子炉建屋１階床配管貫通部よりＣＣＤカメラ等を
挿入し，トーラス室内の滞留水水位・水温・
線量・透明度，トーラス室底部堆積物，
の調査を実施（６／２６）。

ガンマカメラによる撮影結果

建屋カバー

※プラント関連パラメータは２０１２年８月２６日１１：００現在の値

１号機

給水系：2.9m3/h
ＣＳ系：2.0m3/h

窒素封入流量
PCV：19.68Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.00vol%
Ｂ系：0.00vol%

ＳＦＰ温度：31.0℃

窒素封入流量
RPV：12.45Nm3/h

ＲＰＶ底部温度：約39℃
PCV内温度：約40℃

原子炉建屋 タービン建屋

トーラス室水位：約OP4,000（H24.6.26測定）

タービン建屋水位：約OP2,529

トーラス室雰囲気線量：19.5～10,300mSv/h（H24.6.26測定）
※：調査中に線量計が損傷したため，線量が適正に測定できていない可能性あり

トーラス室滞留水温度：約32～37℃（H24.6.26測定）
ＰＣＶ内水位：未確認

格納容器温度計等の設置

原子炉格納容器内部調査に
合わせて常時監視可能な
格納容器内雰囲気温度計
等を設置予定。
（１０月上旬頃）
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仮設遮へい壁

２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
３／９

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

１号機原子炉建屋内線量マップ（単位：mSv/h）

大物搬入口

遮へい体

N

[1]

[2] [6]

[4]

[5]

[7]

[3]

[9]
[11]

[10]

[8]

[12]

[13]
[14] [15]

[16] [17]

[18][19]

[20]

[21]

遮へい体

線量率測定点 壁面線量率測定点

測定点 床上
50mm

床上
1500mm

測定点 床上
50mm

床上
1500mm

[1] 5.9 7.9 [12] 4.5 5.1

[2] 6.0 8.1 [13] 4.4 4.6

[3] 5.2 8.1 [14] 4.3 4.4

[4] 4.5 6.2 [15] 4.4 4.4

[5] 13.1 8.4 [16] 4.5 4.5

[6] 6.5 8.9 [17] 5.2 4.1

[7] 5.9 6.2 [17］※ 5.1 4.0

[8] 4.3 5.1 [18] 5.1 4.9

[9] 2.5 3.8 [19] 3.3 4.0

[9]※ 2.6 3.2 [20] 7.1 4.8

[10] 3.2 4.4 [21] 4.0 4.4

[11] 3.7 4.0

※壁面

57※１

13

130※２

25

132※１

12

168※１

24

102※１

11

96※１

23

40※１

10

85※１

22

34※１

9

5150※4

21

55※１

8

2070※３

20

93※１

7

311

345

18

406

881

5

520

1050

17

840

1900

4

777

1620

16

77

132

3

528

1110

15

251

321

2

109※１

14

238

254

1

538床上1500mm

254床上150mm

474床上150mm

290床上1500mm

19測定点

6測定点

※５斜線については干渉物等により測定できなかった箇所※１床上約６０ｃｍ※２床上１０６ｃｍ ※３ファンネル上部※４床貫通部上部

測定期間：５月１４日～１８日

測定日：７月４日

X-100B
(約20mSv/h)

X-49(153mSv/h)

X-43
(45～90mSv/h)

X-27
(153mSv/h)

X-26
(13mSv/h)

（１階）

格納容器貫通部周りの線量



２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
４／９

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

原子炉格納容器内部調査

格納容器貫通部（ペネ）からイメージスコープ等を挿入し
内部調査を実施。（2012/1/19,3/26,27）。
○調査結果
・水位：格納容器底部より約60cm
・水温：約50℃
・雰囲気線量：最大約73Sv/h

水中水面上部

熱電対

格納容器壁面

２号機圧力容器代替温度計設置

温度計の故障等を受け，代替温度計の設置を検討中。
モックアップ試験等を行い９月よりＳＬＣ差圧検出
ラインからの温度計設置工事（現地作業）開始予定。

モックアップ用配管
（アクリル製）

モックアップ用配管
90°エルボ

モックアップ用配管
（アクリル製）

モックアップ用配管
90°エルボ

凍結治具

モックアップ用配管

※写真は凍結工法の例

凍結治具

モックアップ用配管

※写真は凍結工法の例

配管挿入試験 配管改造工法試験

モックアップ試験の様子

格納容器漏えい箇所の調査・補修

既存技術の調査，漏えい箇所の想定，想定漏えい箇所の調査工法及び補修（止水）工法
についての検討を実施中。
トーラス室内等の状況を把握するため，以下の調査を実施。
①ロボットによりトーラス室内の線量・音響測定を実施したが（４／１８）、データが少なく
漏えい箇所の断定には至らず。
②赤外線カメラを使用しＳ／Ｃ表面の温度を計測することで，Ｓ／Ｃ水位の測定が
可能か調査を実施（６／１２）。Ｓ／Ｃ内の水面高さ（液相と気相の境界面）は確認できず。
③トーラス室及び北西側三角コーナー階段室内の滞留水水位測定を実施（６／６）。
④三角コーナー全４箇所の滞留水について，水位測定，サンプリングおよび温度測定を実施（６／２８）。

２号機これまでの調査結果（線量および音響）

118mSv/h

観測された

最大値

滴下音が大きいエリア ロボット調査範囲

丸数字：Ｓ／ＣベイＮｏ 赤数値：線量率（mSv/h）

【調査日】
４月１８日

階段室（北西側三角コーナー），
トーラス室水位測定記録
（2012/6/6）

建屋内の除染

・ロボットによる，原子炉建屋内の
汚染状況調査を実施。（５／２８～３１）
・最適な除染方法を選定するため，除染
サンプルの採取を実施
（６／１３～３０）。

汚染状況調査用ロボット
（ガンマカメラ搭載）

※プラント関連パラメータは２０１２年８月２６日１１：００現在の値

２号機

給水系：2.0m3/h
ＣＳ系：4.9m3/h

窒素封入流量
PCV：4.95Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.06vol%
Ｂ系：0.07vol%

ＳＦＰ温度：31.4℃

窒素封入流量
RPV：14.36Nm3/h

ＲＰＶ底部温度：約56℃ PCV内温度：約56℃

原子炉建屋 タービン建屋

トーラス室水位：約OP3,270(H24.6.6測定)

ＰＣＶ内水位：ＰＣＶ底部＋約60ｃｍ タービン建屋水位：約OP3,142
三角コーナー

三角コーナー全４箇所
水位測定記録

（2012/6/28）

PCV内雰囲気線量：
最大約73Sv/h

ＰＣＶ内水温：約50℃

トーラス室雰囲気線量：30～118mSv/h(H24.6.6測定)

格納容器温度計の設置

格納容器内雰囲気温度計の
信頼性向上を目的として，
新たに格納容器内雰囲気温
度を継続的に測定可能な温
度計を設置予定。９月中旬
から温度計設置工事開始予
定。



２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
５／９

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

２号機原子炉建屋内線量マップ（単位：mSv/h）（１階，３階～５階）

N

(30)(7)

(29)

(8)(7’)

(23)

(31)

(24)(25)(27)(26)(28) (24’)

(22)

(14)

(19)

(21)

(20)

(15)(16)(17)(18)
(18́ )

(6)(5)(3) (4)(2)(1)

(9)(10)(11)(12)

(13)

(30)(7)(8)(7’)

(23)

(31)

(24)(25)(27)(26)(28) (24’)

(22)

(14)

(19)

(21)

(20)

(15)(16)(17)(18)
(18́ )

(6)(5)(3) (4)(2)(1)

(9)(10)(11)(12)

(13)

※壁面測定期間：５月２８日～３１日

114

190

207

154

250

52

44

44 85 146

220

127

84

81

99

12859

55 78

77

80

57

83

6048

78

47

45

40 67 111

230

153

530

139

829

506

376
415

401

173

356

133

80

880

783

燃料交換機

約１ｍのフェンス

仮置き機材

【凡例】
２月２７日までに測定した雰囲気線量率
６月１３日測定 仮置き機材

－－－16.812.6[24]－－－10.814.5[9]※

－－－14.413.7[24]9.87.4[17]21.614.7[9]

11.08.9[31]11.69.8[23]8.77.8[16]-10.8[8]

-10.3[30]8.48.4[22]※8.79.2[15]-15.5[7]

-10.5[29]10.87.7[22]12.313.7[14]30.314.6[6]

15.423.8[28]10.86.6[21]10.87.2[14]18.510.5[5]

12.015.4[27]※12.47.2[20]16.511.0[13]17.914.1[4]

14.340.8[27]8.56.8[19]15.710.3[12]18.419.5[3]

15.218.2[26]6.85.5[18]17.310.9[11]18.213.4[2]

15.716.0[25]8.98.9[18]15.914.3[10]12.76.9[1]

床上
1500
mm

床上
50mm

測定点床上
1500
mm

床上
50mm

測定点床上
1500
mm

床上
50mm

測定点床上
1500m
m

床上
50m
m

測定点

N

（５階）

（１階）

25

44

40

17

24

18

12

11

11

1410 38

12

40
34

29

22
31

26

12

10

18

2113 22

23

10

11

（３階）

13 10

18 8

踊り場

３階
45

49

11

14

14

11

12

16
18 18

22

17

19 15

14 13

14.5 
10

踊り場

踊り場

４階

（４階）



２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
６／９

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

格納容器漏えい箇所の調査・補修

既存技術の調査，漏えい箇所の想定，想定漏えい
箇所の調査工法及び補修（止水）工法についての
検討を実施中。
トーラス室内等の状況を把握するため，以下の
調査を実施。
①トーラス室及び北西側三角コーナー
階段室内の滞留水水位測定を実施（６／６）。
今後，三角コーナー全４箇所の滞留水に
ついて，水位測定，サンプリングおよび温度
測定を実施予定。
②ロボットにより３号機トーラス室内を調査
（７／１１）。映像取得，線量測定，音響調査
を実施。雰囲気線量：約100～360mSv/h

原子炉格納容器内部調査

格納容器内部調査に向けて，ロボットによる
原子炉建屋１階ＴＩＰ室内の作業環境調査
を実施（５／２３）。

○吹き飛んだTIP室扉が障害となりロボットはラビ

リンス部より奥へ進入できなかった。

○なお人が目視でTIP室内部入口付近を確認したが，

目の届く範囲でTIP案内管を含め機器に目立った損

傷は確認されなかった。

建屋内の除染

・ロボットによる，原子炉建屋内の
汚染状況調査を実施
（６／１１～１５）。
・最適な除染方法を選定するため
除染サンプルの採取を実施
（６／２９～７／３）。

汚染状況調査用ロボット
（ガンマカメラ搭載）

安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一

※プラント関連パラメータは２０１２年８月２６日１１：００現在の値

３号機

給水系：2.5m3/h
ＣＳ系：4.3m3/h

窒素封入流量
PCV：0Nm3/h

ＰＣＶ水素濃度
Ａ系：0.26vol%
Ｂ系：0.25vol%

ＳＦＰ温度：30.2℃ 窒素封入流量
RPV：14.80Nm3/h

ＲＰＶ底部温度：約54℃
PCV内温度：約52℃

原子炉建屋 タービン建屋

トーラス室水位：約OP3,370(H24.6.6測定)

タービン建屋水位：約OP3,137

階段室（北西側三角コーナー），
トーラス室水位測定記録
（2012/6/6）

南東マンホール

ＰＣＶ側状況

ロボットによるトーラス室調査
（2012/7/11）

トーラス室雰囲気線量：100～360mSv/h(H24.7.11測定)

ＰＣＶ内水位：未確認



２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
７／９

廃止措置等に向けた進捗状況：プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた作業

プラントの状況把握と燃料デブリ取り出しに向けた研究開発及び除染作業に着手至近の目標

３号機原子炉建屋内線量マップ（単位：mSv/h）

（１階）

85.259.7[38]57.4180.9[17]

124.7203.1[37]40.650.6[16]

41.727.7[35]41.369.8[15]

72.547.7[36]40.453.7[15]壁面

37.427.1[34]壁面41.327.7[14’]

床面150cm床面
5cm

測定ﾎﾟｲﾝﾄ床面150cm床面
5cm

測定ﾎﾟｲﾝﾄ

98.794.0[19]44.782.1[1]

65.373.2[20]51.674.3[1’]

49.268.8[21]78.097.4[2]

42.465.4[21]壁面73.589.1[3]

35.140.0[22]77.972.3[3]壁面

24.135.2[23]91.481.7[4]

21.421.7[24]64.965.5[5]

24.533.5[25]25.760.0[6]

24.921.7[26]16.215.9[7]

27.521.7[27]15.815.7[8]

24.417.7[27’]17.818.5[8’]

35.573.0[28]85.287.8[9]

25.724.1[29]74.591.5[10]

27.818.2[30]95.892.5[10’]

34.131.7[31]69.966.8[11]

36.763.8[32]53.829.2[12]

40.136.7[33]57.646.2[13]

37.529.4[34]44.130.3[14]

－－－79.8102.0[18]

※50mSv/h以上を朱書している

N

(32) (33) (34) (35) (38)(36) (37)

(10’)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(26) (27)

(28)(29)(31)

(9)

(27’)

(30)

(1’)

(20)

(10)

(11) (12) (13)

(16)(17)(18)

(19)

(14)

(15)

(14’)

(1) (2) (3) (4) (5)
(6) (8)(7) (8’)

(32) (33) (34) (35) (38)(36) (37)

(10’)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(26) (27)

(28)(29)(31)

(9)

(27’)

(30)

(1’)

(20)

(10)

(11) (12) (13)

(16)(17)(18)

(19)

(14)

(15)

(14’)

(1) (2) (3) (4) (5)
(6) (8)(7) (8’)



２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
８／９

廃止措置等に向けた進捗状況：循環冷却と滞留水処理ライン等の作業

原子炉冷却，滞留水処理の安定的継続，信頼性向上至近の目標

サブドレン水を汲み上げることによる地下水流入の抑制

地下水バイパスにより，建屋付近の地下水位を低下させ，建屋への地下水流入を抑制

透水層

難透水層

揚水井
原子炉建屋

タービン建屋

循環注水冷却設備・滞留水移送配管
の信頼性向上

・原子炉注水ラインのポリエチレン管化を実施。
・炉注水源の保有水量増加，耐震性向上等のため，
水源を処理水バッファタンクから復水貯蔵タン
ク（ＣＳＴ）に変更（１２月完了予定）。

・循環ラインの主ルートに残存する耐圧ホースを，
漏えい等に対して信頼性の高いポリエチレン管
等に変更（９月完了予定）。

ポリエチレン管

継ぎ手

加熱施工
による溶着

ＰＥ（ポリエチレン）管

貯蔵タンクの増設中

・処理水受用タンクは、処理水等の発生量を踏まえて、処理水等が貯留可能
となるようタンク運用計画を策定。現在設置済み約 20.8万トン
空き容量約 2.2万トン 2012/8/7 現在
・当初計画のタンク設置工事（約5万トン分）完了（2012/8/6）。
更にタンク増設工事（約8万トン分：10月中旬～）を計画。
・地下貯水槽（1槽目：約0.4万トン）の運用開始（2012/8/1）。
今後更に６つの地下貯水槽を設置予定。（合計：約5.4万トン，～12月末）
・タンクのリプレースにより，貯蔵エリアを確保（約0.4万トン）
今後更に約3.7万トン分のリプレース予定（～11月末）。

多核種除去設備の検討・設計を実施中

構内貯留水等に含まれる放射
性物質濃度をより一層低く管
理する多核種除去設備を設置。
現在確証試験を実施中であり，
８９Ｓｒ，９０Ｓｒ，９０Ｙにつ
いても検出限界値未満まで除
去できることを確認。
現地では機器・配管据付工事
を実施中（６／２０～）。
９月上旬より系統試験，実運
用開始予定。

揚水井

地下水の流れ（山側→海側）

サブドレンポンプ稼働により
地下水抜水

地下水

サブドレン水汲み上げによる地下水位低下に向け，１～４号機の一部の
サブドレンピットについて浄化試験を実施。１，２号機については，
更なる浄化に向けた手法を検討。
４号機については試験完了。

山側から流れてきた地下水を建屋の上流で揚水し，建屋内への
地下水流入量を抑制する取組（地下水バイパス）を計画。現在，
設備の詳細設計を実施中。地下水の水質確認・評価を実施し，
放射能濃度は発電所周辺河川と比較し，大幅に低いことを確認。
揚水した地下水は一時的にタンクに貯留し，水質確認した上で
放水する運用とする。
2012/９月上旬から揚水井等の設置を開始する予定。

設備改善

信頼性向上

原子炉建屋

タービン建屋

：想定漏えいルート（凡例）

地下水

滞留水処理
（ｷｭﾘｵﾝ/
ｱﾚﾊﾞ/ｻﾘｰ）

材質強
化等

多核種
除去設備

CSTタンク

バッファタンク

炉注水
ポンプ

地下水位

貯蔵タンク

塩分処理
（逆浸透膜）

塩分処理
（蒸発濃縮）

原子炉建屋への地下水流入抑制原子炉建屋への地下水流入抑制

地下貯水槽設置状況

（1000トン×４塔）

鉄共沈

処理設備

炭酸塩
共沈処

理設備

サンプリング

タンク

14塔(吸着材交換式) ２塔
(カラム式)

A系統（５０％流量）:250m3/日

B系統（５０％流量）:250m3/日

C系統（５０％流量）:250m3/日

前処理設備

吸着塔

タンクへ

処理水

（1000トン×４塔）

鉄共沈

処理設備

炭酸塩
共沈処

理設備

サンプリング

タンク

14塔(吸着材交換式) ２塔
(カラム式)

A系統（５０％流量）:250m3/日

B系統（５０％流量）:250m3/日

C系統（５０％流量）:250m3/日

前処理設備

吸着塔

タンクへ

処理水

（1000トン×４塔）

鉄共沈

処理設備

炭酸塩
共沈処

理設備

サンプリング

タンク

14塔(吸着材交換式) ２塔
(カラム式)

A系統（５０％流量）:250m3/日

B系統（５０％流量）:250m3/日

C系統（５０％流量）:250m3/日

前処理設備

吸着塔

タンクへ

処理水

※詳細ルートは現場調査等を含めて調整中

ポリエチレン管済（一部鋼管を含む）

ポリエチレン管等に変更予定（９月）（大循環ラインPE管化）

２
８ Ｈ7

処理水

バッファタンク
淡水化装置

（ＲＯ装置）

H９

D

H2

H４

H５

H６

E

H４東

H1

H1東

水処理設備

復水貯蔵タンク

炉注水主水源
変更に伴う循
環ループ変更

ポリエチレン管等に変更予定（１２月）（ＣＳＴ運用変更に合わせて実施）



２０１２年８月２７日
原子力災害対策本部

政府・東京電力 中長期対策会議
運営会議
９／９

廃止措置等に向けた進捗状況：敷地内の環境改善等の作業

・発電所全体からの追加的放出及び事故後に発生した放射性廃棄物（水処理二次廃棄物，ガレキ等）による放射線の影響を低減し，
これらによる敷地境界における実効線量1mSv/年未満とする。
・海洋汚染拡大防止，敷地内の除染

至近の
目標

遮水壁の設置工事

万一，地下水が汚染し，その地下水が
海洋へ到達した場合にも，海洋への汚
染拡大を防ぐため，遮水壁の設置工事
を実施中。（本格施工：2012/4/25～）
現在，鋼管矢板打設部の岩盤の先行削
孔（６／２９～），港湾外において波
のエネルギーを軽減するための消波ブ
ロックの設置（７／２０～）等を
実施中。 遮水壁（イメージ）

取水路前面エリアの汚染拡大防止

１～４号機及び５，６号機取水路前面エリアの汚染濃度が高い海底
土の拡散防止を図るための固化土による被覆工事が完了。
海水中放射性物質濃度は昨年４月以降徐々に低下。濃度の監視，被
覆効果の評価，浄化方法の検討を継続。

〔１～４号機側被覆作業〕
2012/3/14 １層目被覆作業開始
2012/5/11 ２層目被覆作業完了

〔５，６号機側被覆作業〕
2012/5/16 シルトフェンス設置完了
2012/5/17 １層目被覆作業開始
2012/7/5 ２層目被覆作業完了

１～４号被覆前海底状況

（2012/2/26撮影）

免震重要棟の非管理区域化

今後の廃止措置に向けた取り組みを着実に実施していくにあたり，
作業員が継続して働ける作業環境を整備するため、以下の取組み
を実施し免震重要棟執務エリアの非管理区域化を実現（2012/5/1～）

・床遮へい（事故直後使用していた非常用発電機等からの線量低減）

・窓部遮へい（外部からの線量低減）
・ゲートモニタ設置（非管理区域内への汚染物質持ち込み制限）

また、免震重要棟や協力企業活動拠点の線量低減・非管理区域化
エリアの拡大について検討中。

免震重要棟非管理区域化工事

鉛材による窓部遮へい状況 ゲートモニタ設置状況

ガレキの一時保管施設準備工事

発電所全体からの追加的放出及び事故後に発生した
放射性廃棄物による，敷地境界における実効線量
１ｍＳｖ／年未満を達成するため，至近の放出や
保管の実績に基づく2012/6月時点での評価を実施。

評価の結果，最大値は北エリアの敷地境界における
約6.40ｍＳｖ/年であり，保管しているガレキ等の直接
線，スカイシャイン線による影響が6.38ｍＳｖ/年と大
きいことからガレキ一時保管施設の設置等の対策を実施。

ガレキ一時保管施設は，ガレキを覆土し保管する
もので，準備工事は終了した。
（2012/2/13～5/31，設置数：２箇所）

覆土式一時保管施設準備工事完了
（１槽目：H24.6.13撮影）

１～４号２層目被覆後海底状況

（2012/4/29撮影）
遮へい

海水循環型浄化装置の運転

９月末に港湾内の海水中濃度が
告示に定める周辺監視区域外の
濃度限度を下回ることを目指し
ており，当港湾内の海水を循環
浄化する装置を設置し，運転中。
（７／３０～運転再開）
９月に目標達成，追加対策要否
の判断予定。 海水循環型浄化装置



 

    

平成２４年９月５日 

東京電力株式会社 

 

委員ご質問への回答 

 

 

１．新燃料輸送容器の封印漏れに関するご質問 

 

Ｑ．８月１０日付け報道によれば、「核燃料輸送物に封印がなかったことの報告では、 

製造会社の封印もれである」としている、一般社会では、必要な封印が無けれ 

ば製品としての認知はおろか信頼さえ無くなる。もっとも見やすい・確認しや 

すい封印が無かったことに、気付かないこと自体が信じられない。例えば原子 

炉容器の封印は、IAEA でしか開封できぬと聞く。特別な物体である核燃料容器 

の封印が無かったということは、常識では考えられない。そこで、製造会社と 

しての最終検査時（出荷前）及び東京電力としての受入検査時（検収）には、 

どのような封印に対する体制・確認項目等となっているのか、簡単な資料（フ 

ローチャートみたいなもので OK）でよいので示して欲しい。なお、製品の外側 

及び内側にあるという封印そのものの画像も併せて提示して欲しい。 

 

 Ａ．燃料集合体梱包から発電所への輸送までの流れは「添付資料①」の通りです。 

 

   封印漏れの原因は，燃料加工事業者が封印作業を行うに当たって，封印の準備，

取付け指示，取付け後の確認等について明確な手順や作業分担が定められていな

かったことによるものです。 

   燃料加工事業者による再発防止対策としては，梱包作業に着手する前に，必ず関

係者間のミーティングを行い，封印作業の役割分担を確認することや，封印を取

り付ける者とは別の者が，自らの目で取付けを確認することになります。 

 

本件は，当社へ納品前の燃料加工事業者の管理下において発生した封印漏れでは

ありますが，当社原子力発電所の核物質防護に関する安全管理･品質管理にも関

係することから，当社は燃料加工事業者に対して厳重に注意するとともに，再発

の防止を求め，定期的に外部監査を行うことで，さらなる安全管理･品質管理の

向上を徹底してまいります。 

 

なお，封印そのものの画像の提示については，核物質防護上の観点から差し控え

させていただきます。 
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東 京 電 力 株 式 会 社 

柏崎刈羽原子力発電所 

燃料集合体梱包から発電所への輸送までの流れ 

        

           

         

燃料体完成 

燃料容器へ梱包 

燃料容器封印 

保護容器へ梱包 

保護容器封印 

トラック積載 

輸送 

保護容器 

  

  

 

燃料集合体 

２体 

 
燃料容器 

発電所到着 

燃料体受入検査 

当社立会 

当社及び

燃料加工

事業者代

理人立会 

（当社検収） 

燃
料
加
工
事
業
者
確
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 問題のあった工程 
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２．総合特別事業計画に関するご質問（前回定例会でのご質問） 

 

 Ｑ．新聞報道等で，柏崎刈羽原子力発電所の再稼動について何号機からと書いて 

あったが，総合特別事業計画のどこに記載してあるのか。 

 

Ａ．「総合特別事業計画」の本文 93 ページ，「総合特別事業計画」に関連する参考

資料 89 ページに記載されています。 

（該当ページについては「添付資料②」および「添付資料③」参照） 

 

なお，「総合特別事業計画」の中で，柏崎刈羽原子力発電所の再稼動について一

定の時期を仮置きしておりますが，その大前提は，福島第一原子力発電所事故の

検証を踏まえた一層の安全の確保と，地域のみなさまのご理解をいただくことで

あり，決してスケジュールありきではありません。 
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 イ）料金改定申請の概要 

料金改定の申請は、2012 年 3月 15日に取りまとめられた経済産業省電気料金制度・運

用の見直しに係る有識者会議（以下、「有識者会議」という。）の報告書において指摘さ

れた事項を全面的に踏まえて行う。 

有識者会議においては、原価算定期間について、「事業者の十分な経営効率化努力を織

り込む観点から」、「3年を原則とすることが適当」とされているため、今回の料金改定申

請においては、原価算定期間を 2012年度から 2014 年度までの 3年間とする。 

 その上で、まず、原価については、徹底した経営合理化により人件費や資本費等の削

減を行うことにより、年平均 2,785 億円の削減を行うものの、燃料費や購入電力料、緊

急設置電源に係る費用等で大幅な増加が見込まれるため、総額で年平均 5 兆 7,231 億円

となる見込みである。これに対し、今回の原価算定期間を現行料金のままとした場合の

収入見込みは、年平均 5兆 468億円となる見通しである。 

 この結果、収支不足額は年平均 6,763 億円となることから、東電は、この足らざる部

分について、お客さまに料金引上げの御負担をお願いするべく、料金改定申請を行う予

定である。 

 料金改定の申請は、規制部門については、kWh 当たり 2.40 円の引上げ（23.34 円から

25.74 円へ。10.28％の引上げ）となる予定である。また、今回の申請における原価を前

提とした場合、自由化部門については、kWh当たり 2.46円の引上げ（15.04 円から 17.50

円へ。16.39％の引上げ）となる。（この引上げ幅は、2012年 3月 29日の「資金援助の内

容等の変更申請」での収支計画における数値に、最新の統計値や石油石炭税増税の影響

等、直近の事情変更を反映したものである。さらに先述のとおり、これらの数値は、今

後の経済産業大臣による料金認可の査定を通じて変更される可能性があるものである。） 

 前回の料金改定時（2008 年度改定）における原価と比較した場合、経営合理化により

年平均 2,785億円の削減を行うものの、原子力稼働の低下等に伴う燃料費や購入電力料、

緊急設置電源に係る費用等による年平均 6,228 億円の増分を吸収しきれず、2008 年度改

定時の総原価の 5兆 3,789 億円に対し、今回申請の総原価は 5兆 7,231億円と、3,443億

円の増加となっている。 

今回の申請における原価見通し（年平均値）の各費目の内容、及び 2008 年度改定時と

の比較は、以下のとおりである。なお、柏崎刈羽原子力発電所については、今後、安全・

安心を確保しつつ、地元の御理解をいただくことが大前提ではあるが、今回の申請にお

ける 3 年間の原価算定期間においては、2013 年 4 月から順次再起動がなされるものと仮

定して原価を算定することとしている。 

a.人件費  原価：3,488 億円 （対 2008 年度原価比 911 億円削減） 

・2013 年度期末までに、約 3,600 人の人員削減を実施するほか、社員の年収の一律減額

措置の 2012年度末までの継続や、その後の新人事・処遇制度の導入による給与抑制の

維持、退職給付制度や福利厚生制度の徹底した縮減・合理化を実施。 
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３．敷地内断層に関するご質問 

  

 Ｑ．柏崎刈羽原発の原子炉施設タービン施設の直下には、安田層までを貫く敷地内 

断層が存在している。 

東電は、設置許可申請時、安田層（後期更新世堆積物）は切っているものの、 

番神砂層（３～８万年前の堆積層）を切っていないので、旧指針の活断層規定 

（5 万年）に抵触しないので評価不要としていた。 

しかし、２００６の指針改定で後期更新世の安田層が切れていれば設置不適と 

なるのではないか。説明されたい。（①） 中越沖地震後の評価は、有限要素法 

による弱線としての解析のようだが断層の能動的活動を意味しないのではない   

か。（②） 

また、1 号炉、２・５号、３・４号、６・７号の申請書を確認したが、多数の 

断層の内の一部しか調査していないようである。全部の断層を調べないで良い 

のか。（③） それぞれ、どの断層を調査したのか。調査結果を位置図写真・ 

断面図を付して説明されたい。（④） 

保安院に対する質問のように、他地点の原発では、当時の記録が紛失したり、 

秘匿されていることから、事業者として、全記録を公表し説明することを求める。 

 

   （注）下線は東京電力が加筆。 

 

 

Ａ．ご質問のうち①について，敷地内の断層による変位は，安田層の最上部まで及ん 

でおらず，後期更新世（12～13 万年前）の地形面（安田面）を変位させていな 

いことから、2006 年に改訂された耐震設計指針に照らして活断層ではなく，設 

置不適にはならないと考えています。 

 

ご質問のうち②について，発電所が強い揺れを受けた際に，断層が弱部となって

動くことがないことを確認したものです。敷地内の断層は敷地内の褶曲運動に伴

い生じたもので，地下深くまで連続するものではなく，自ら活動し，自ら地震を

発生させるものではありません。 

 

ご質問のうち③について，敷地内の断層は敷地内の褶曲運動に伴い生じたもので，

断層ができた原因が共通することから，共通する特徴をもつ断層のうち比較的規

模の大きい断層を代表させて活断層ではないことを確認してきています。 

 

以上のことは，建設時の安全審査や中越沖地震後の新耐震指針に照らした国や県

の検討において確認されてきたことです。 
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ご質問のうち④について，敷地内の断層については，8 月 10 日の意見聴取会で

ご説明していますので，配布資料を参照願います。 

配付資料には設置許可申請書や中越沖地震後の国や県の委員会でご説明してき

た内容に当時の写真等の情報を追加して示しています。 

説明の概要は，これまでご説明してきたとおり，「敷地内の断層は安田層堆積終

了以降活動しておらず，活断層ではない」というものです。 

この説明に対して委員からは，「1,2 号直下に分布するα，β断層は安田層の途

中まで切っているため，最終活動時期を詳細に把握する必要がある」という趣旨

のコメントをいただきました。 

   この対応として，最終活動時期の評価に係る安田層等の地層の年代をより精緻に

評価するため，地質調査を実施することとし，先週（8 月 23 日）公表させてい

ただきました。 

   調査は，敷地内，敷地の北側，柏崎平野の南部においてボーリング調査を実施し，

採取した資料を分析し，年代評価を行う計画です。 

評価がまとまりましたら，ご紹介させていただきたいと考えています。 

 

（参考）発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 2006 年 9 月 19 日  

原子力安全委員会決定 より 

 

耐震設計上考慮する活断層としては，後期更新世以降の活動が否定できない 

ものとする。なお，その認定に際しては最終間氷期の地層又は地形面に 

断層による変位･変形が認められるか否かによることができる。 
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４．チャンネルボックス上部の一部剥離に関するご質問 

 

 Ｑ．女川の燃料チャンネルボックスの損傷のことが報告されたが、東電柏崎刈羽 

でも類似現象があった旨の説明があったが、なぜ、これまで公表しなかったのか。

地震との関係も含め次回以降に詳細に説明してほしい。 

 

 

 Ａ．前回定例会においてご説明した柏崎刈羽原子力発電所における類似事象（チャン

ネルボックス上端部溶接部の白色化及び一部剥離事象）は 1997 年※1及び 2008 年
※2に確認したものです。これら類似事象の詳細については 8 月 10 日に原子力安

全･保安院へ口答指示に基づく報告を行うとともに，報告書を公表しています。 

 

※1：最初に 5 号機においてチャンネルボックス 103 本（調査対象 770 本）に確

認。その後，3 号機においてもチャンネルボックス 4 本（調査対象 156 本）

に同様の事象を確認。 

 

※2：新潟県中越沖地震後の設備点検の一環として，チャンネルボックスの外観

点検を実施していたところ，3 号機においてチャンネルボックス 1 本（調

査対象 100 本）に 1997 年（新潟県中越沖地震前）に確認した事象と同様の

事象を確認。 

 

○チャンネルボックスには，原子炉運転中に「燃料集合体内の冷却材の流路を定

める機能」や「制御棒の作動の際のガイドとなる機能」等の機能を維持するこ

とが要求されますが，これらは，四角柱の筒状をしたチャンネルボックス本体

によって果たされる機能です。 

○当該事象では，チャンネルボックス本体の上端部に溶接によって取り付けた部

材（クリップと呼ばれる）の溶接部が局所的に白色化※3して，その一部が剥離

しているのが観察されました。クリップは，燃料集合体にチャンネルボックス

を固定するための部材ですが，確認されたような剥離があったとしても，取り

扱い時の荷重によって破断する等の問題は発生しないことを確認しており，当

該事象はチャンネルボックスの健全性に影響を及ぼすものではありません。 

 

※3：1997 年に 5 号機において確認した事象では，溶接部全長約 90mm のうち

最大で約 15mm の白色化が発生していることを確認。 
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○チャンネルボックスの素材には，中性子を吸収しにくい特徴を有するジルコニ

ウム合金を用いていますが，この合金には，金属表面の酸化（腐食）が進展し

て酸化膜が厚くなると，当該部分が白色を呈して脆くなって，次第に剥がれて

いくという特性があります。当該事象で見られる剥離現象は，溶接施工時の問

題によって溶接部の一部分の耐食性が低下したために，当該部分に腐食が進展

し，その結果として白色化が発生したものと推定しています。なお，この事象

の結果として剥離した部分は，脆いジルコニウム酸化物であり，わずかな力で

微細化することから燃料集合体や炉内構造物に悪影響を及ぼすことはないと

評価しました。 

○以上に示す通り，当該事象は設備の健全性に影響を及ぼすものではないため，  

1997 年当時，規制当局への報告や対外的な公表は行いませんでした。また，2008

年当時に関しても，1997 年に経験済みの設備の健全性に影響を及ぼさない既知

の事象であり，手入等の特段の対応を必要としないことから，不適合事象には

当たらないと判断していました。しかしながら，今回の事象に照らしてみると，

このような知見については事業者間等で共有することが望ましいと考えられ

るため，情報提供に努めてまいります。 
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５．放射線業務従事者の放射線管理に関するご質問 

  過日、福島原発で、放射線警報機を鉛板で覆って作業した業者がいたと報じられた。 

そこで、作業員の放射線管理（内部被曝管理）の実態を知りたい。 

 

  Ｑ．放射線管理区域の作業者はホールボデーカウンター（WBC)で検査すると 

聞いている。作業員の放射線管理の方法を説明して欲しい。 

 

  Ａ．放射線管理区域内で作業を行う場合は，放射線業務従事者として必要な要件を

満たしていることを確認し，登録を行っています。 

    放射線業務従事者は，入所時，入所後は定期的に，及び退所時にホールボディ

カウンタ（以下，WBC という）による測定を行い，内部被ばく線量を評価して

います。 

    

   【管理区域内作業に係わる入退域手続き】 
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  Ｑ．鉛板で覆った作業員の作業前の値（Ach・Bch の値）は、それぞれいくらか。 

    同上人の作業後の値（Ach・Bch の値）は、それぞれいくらか。 

 

  Ａ．今回の個人線量計を鉛板で覆って作業した件は，外部被ばく線量の評価には影

響しますが，内部被ばく線量には影響するものではありません。なお，WBC の

測定結果は個人情報であり，お答えは差し控えさせていただきます。 

 

（注）当所の WBC は，入射するγ線の計数値を，低エネルギーから高エネルギ 

ーの範囲を Ach，高エネルギーの範囲のみを Bch と分けています。内部 

被ばく線量の評価には，Ach の値を使用しています。 

 

 

  Ｑ．柏崎刈羽で 新人入所は月何人程度か？２０１０．３～２０１２．７の 

月別新人入所者数の一覧表を示されたい。 

 

  Ａ．柏崎刈羽原子力発電所で新規（＊）に放射線業務従事者に登録する人数は，作業 

の多い少ないによっても変動しますが，月当たり 100 名前後です。 

 

（＊）新規：福島第一原子力発電所・福島第二原子力発電所を含め，当社の 

原子力発電所に放射線業務従事者として初めて登録することをいう。 

 

（参考） 

参考まで 2010.3～2012.7 に放射線業務従事者登録した者の月別の推移を 

表－1 に示します。期間中，2,020 名が新規に登録を行っています。 

 

（表－1） 

時期 2010.3 2010.4 2010.5 2010.6 2010.7 2010.8 2010.9 2010.10 2010.11 2010.12 2011.1

登録者 42 148 93 99 54 61 54 94 97 60 48 

時期 2011.2 2011.3 2011.4 2011.5 2011.6 2011.7 2011.8 2011.9 2011.10 2011.11 2011.12

登録者 76 44 49 175 52 47 165 91 85 61 32 

時期 2012.1 2012.2 2012.3 2012.4 2012.5 2012.6 2012.7     

登録者 68 68 48 45 23 20 21     
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  Ｑ．一般に新人が示すカウント数はいくらか。最大と最小、平均の値を示されたい。 

この値は、何時から何時までの何人の値なのか。 

 

  Ａ．体格などによりカウント数の多い少ないがありますが，1 分間に計測されるカ

ウント数は約 200～700 カウント程度で，平均は約 500 カウントです。 

（2010.3～2011.2，約 900 名のデータ） 

 

 

  Ｑ．３．１１以前と以後で内部被曝の WBC が示す内部被曝に優位な差があるか。 

    新入所者と継続作業者（定期検査 3 ヶ月毎と理解するが）毎に、柏崎で 

検査した者の値を、示されたい。 

 

  Ａ．柏崎刈羽で登録している放射線業務従事者のうち，2011 年 3 月 11 日以降福島

第一原子力発電所へ応援作業に行った者の中には，以前と比較し，有意な内部

被ばくが確認された者がいます。 

    当社社員のケースでは，事故後初期（2011.3～2011.4）に応援に行った者の最

大値は，約 18mSv でありました。これは，事故により作業環境中の空気中放射

性物質濃度が上昇したことによる影響と評価しています。 

その後，福島第一では放射線管理体制の強化を図り，2011 年 5 月以降の社員応 

援者については，有意な内部被ばくはありませんでした。 

  

なお，新規に放射線業務従事者登録した者については，登録時の測定値を作業 

前の初期値として取り扱っており，内部被ばく測定の対象にはしていません。 

 

 

以 上 
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